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【研究の目的】 
 日本法の海外情報発信のためには、その基礎概念を正確に外国語に翻訳することを支援する標準辞書
や事典が重要である。現在、日本政府は、日本法令を英訳することを直接の目的として、対訳辞書を整
備するプロジェクトを進めているが、他方で、海外では英語を中間言語とする多言語オンライン辞書を
構築する多国間計画も進行中である。そこで本共同研究は、後者への日本法実装を視野に入れつつ、基
礎研究を行うものである。 
 
【研究活動及び成果】 

2021年度も、COVID-19の影響を受け、グループとしての活動は極めて限定的なものとなったが、代表
の同趣旨科研費研究と連動した基礎的研究を実施したほか、メンバーの佐藤及び北井がオンライン国際
シンポジウム（韓国・日本・中国）に招待を受けて参加し、日本法の先端的テーマについて英語で情報
発信を行った。 
学会発表 

なし。総括記載のシンポジウムは、仁荷大学法科大学院附置研究所（韓国）による単発のものであっ
たことから、下記の「口頭発表」欄に記載した。 
口頭発表 

Data Governance’s current state and legal issues (2021 International Academic Conference) 
hosted by AI-Data Law center of Law Research Institute, Inha University (Korea) on October 21, 2021, 
online. 

1st Session “Data Governance’s Current State and Legal Issues in Japan” 
Moderator: Tatsutya Kitai 
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